
大会参加資格から国籍の規定を削除することについて 

202６年５月２９日 

公益財団法人日本バドミントン協会  

事業本部長  朝倉 康善 

 

１．大会参加資格における外国籍者の扱いに関する現状 

（１）本会主催３大会（全日本総合、全日本社会人、全日本ジュニア）の要項では、外国籍選手に対して「日本国

で出生し引き続き国内に居住している者」と参加資格を規定している。 

（２）大会運営規程第 17 条には、日本国以外の国籍を有する会員登録者の第１種大会参加資格は次のよう

に規定している。 

①全日本総合、全日本社会人及び全日本ジュニアは、日本国で出生し引き続き国内に居住している者。 

②本会が他の団体と共催する大会は、当該大会を共催する団体が定める。ただし、バドミントン S/J リー

グは、バドミントン S/J リーグ部会が定める。 

③①②を除く大会は、日本国に引き続き２年以上居住している者 

④本会理事会の議決を経て参加資格を得た者 

（３）大会運営規程第５条の６ 大会基本要項には、全日本総合と全日本ジュニアには国籍や出生以来日本国

に居住といった文言はなく、全日本社会人にのみ記載されている。これは、近年国籍規定の削除が部分的

に行われ整合性を欠いた状態になったと推定される 

（４）中体連、高体連では「国籍は問わない、出生以来の居住は問わない」扱いとなっていて、日本国籍以外の

プレーヤー、日本国に出生し引き続き日本国に居住している者以外のプレーヤーが全日本ジュニアや全日

本総合に出場している可能性があり、規定と実態に乖離が生じている。 

 

２．BAJ としての対応策 

（１）サステナビリティ・インクルーシブを掲げる BAJ にふさわしい規定に改め、上述の乖離を解消する。 

（２）国内大会は日本で競技しているプレーヤーの参加を国内登録・居住・勤務・所属を条件として可とする。

日本代表の資格は日本国籍の必要性等を含め別途明記する。 

 

３．大会運営規程第５条の６の改訂（改訂部分を青字で記載 『ルールブック２０２６』P.132）  

 改訂前 修正後 

大

会

運

６－２ 全日本社会人バドミントン選手権大会 

 

④参加資格 

６－２ 全日本社会人バドミントン選手権大会 

 

④参加資格 



営

規

程

第

５

条 

６.  

 

大

会

基

本

要

項 

 本会年度登録会員で下記に該当する者。た

だし、１人２種目以内の参加とし、単と混合複

は兼ねられない。 

 

A．前年度本大会男子単・複、女子単・複、混合

複ランキング８位以内 

B．本大会申し込み締切時の日本ランキング

男女単・複、混合複 16 位以内 

C．本会決定の各都道府県割当数以内 

D．日本国籍を有する者または日本国で出生

し引き続き国内に居住している者 

E．（公財）日本バドミントン協会公認審判員の

有資格者であること 

 本会年度登録会員で下記に該当する者。た

だし、１人２種目以内の参加とし、単と混合複

は兼ねられない。 

 

A．前年度本大会男子単・複、女子単・複、 

混合複ランキング８位以内 

B．本大会申し込み締切時の日本ランキング 

男女単・複、混合複 16 位以内 

C．本会決定の各都道府県割当数以内 

D．日本国籍を有する者または日本国で出生

し引き続き国内に居住している者 

D．（公財）日本バドミントン協会公認審判員の

有資格者であること 

 

 

４．大会運営規程第 17 条の改訂（改訂部分を青字で記載 『ルールブック２０２６』P.138） 

 改訂前 改訂後 

第

1

7

条  

競技者とは、大会に参加するチーム役員（部

長、監督、コーチ、マネージャーなど）及びプレ

ーヤーをいう。 

大会に参加する競技者は、本会の定めた期日

までに本会会員登録を完了しなければならな

い。ただし、国民スポーツ大会、日本スポーツ

マスターズバドミントン競技は除く。本会に登

録していない外国人及び外国のバドミントン

協会（連盟）に登録している日本人の参加を認

める場合には、当該国のバドミントン協会（連

盟）の会員であることを当該参加者は証明し

なければならない。 

  日本国以外の国籍を有する会員登録者の

本会主催第１種大会参加資格は、次の通りと

する。 

〔１〕全日本総合バドミントン選手権大会、全日

本社会人バドミントン選手権大会及び全日本

ジュニアバドミントン選手権大会は、日本国で

出生し引き続き国内に居住している者 

 

 

 

競技者とは、大会に参加するチーム役員（部

長、監督、コーチ、マネージャーなど）及びプレ

ーヤーをいう。 

大会に参加する競技者は、本会の定めた期日

までに本会会員登録を完了しなければならな

い。ただし、国民スポーツ大会、日本スポーツ

マスターズバドミントン競技は除く。本会に登

録していない外国人及び外国のバドミントン

協会（連盟）に登録している日本人の参加を認

める場合には、当該国のバドミントン協会（連

盟）の会員であることを当該参加者は証明し

なければならない。 

本会主催第１種大会参加資格は次の通りと

する。 

〔１〕国籍を問わず、当該都道府県において居

住・勤務・所属のいずれかの実態を有し、都道

府県バドミントン協会に登録された者。なお、

各大会の実施要項にこれと異なる定めがある

場合は、実施要項が優先する。 

①大会開催年の 4 月 30 日以前から登録該

当都道府県に居住する者 

②登録該当都道府県内の事業所に主たる勤



 

 

 

〔２〕本会が他の団体と共催する大会について

は、当該大会を共催する団体が定める。ただ

し、バドミントン S/J リーグは、バドミントン

S/J リーグ部会が定める。 

〔３〕〔１〕〔２〕を除く大会は、日本国に引き続き

２年以上居住している者 

〔４〕本会理事会の議決を経て参加資格を得た

者 

 

務実態を有する者 

③登録該当都道府県内の学校・クラブチーム

に所属する者 

〔２〕本会が他の団体と共催する大会について

は、当該大会を共催する団体が定める。ただ

し、バドミントン S/J リーグは、バドミントン

S/J リーグ委員会が定める。 

〔３〕〔１〕〔２〕を除く大会は、日本国に引き続き

２年以上居住している者 

〔３〕本会理事会の議決を経て参加資格を得た

者 

 

 

５．要項の改訂（改訂部分を青字で記載） 

 改訂前 改訂後 

全

日

本

総

合

バ

ド

ミ

ン

ト

ン

選

手

権

大

会 

11 参加資格  

2026 年度（公財）日本バドミントン協会登録

会員で下記に該当する者。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（1）本選出場有資格者   

＜以下略＞ 

（2）予選出場有資格者   

＜以下略＞ 

※上記（１）、（２）のＡ～Ｇに該当する者で、大

会運営規程第 4 章第 17 条（1）【2026 年度

（公財）日本バドミントン協会の会員登録。国内

で出生し引き続き国内に居住。】に該当しない

者がいる場合は、その大会のランキングで順

位を繰上げる。 

11 参加資格 

国籍を問わず、国内において居住・勤務・所属

に関する以下①から③のいずれかの実態を有

し、都道府県バドミントン協会加盟者で、

2026 年度（公財）日本バドミントン協会登録

会員で下記に該当する者。 

①大会開催年の 4 月 30 日以前から登録該

当都道府県に居住する者 

②登録該当都道府県内の事業所に主たる勤

務実態を有する者 

③登録該当都道府県内の学校・クラブチーム

に所属する者 

 

（1）本選出場有資格者   

＜以下略＞ 

（2）予選出場有資格者   

＜以下略＞ 

※上記（１）、（２）のＡ～Ｇに該当する者で、大

会運営規程第 4 章第 17 条（1）【2026 年度

（公財）日本バドミントン協会の会員登録。国内

で出生し引き続き国内に居住。】に該当しない

者がいる場合は、その大会のランキングで順

位を繰上げる。 

 



全

日

本

社

会

人

バ

ド

ミ

ン

ト

ン

選

手

権

大

会 

10 参 加 資 格 

Ｄ及びＥの項目の資格を有し、各都道府県バド

ミントン協会加盟者で、令和８年６月１日(月)

までに(公財)日本バドミントン協会に一般と

して会員登録を完了し、次のＡＢＣ各項目のい

ずれかに該当する者。 

 

 

Ａ 前回大会男子単・複、女子単・複、混合複ラ

ンキング８位以内 

Ｂ 本大会申し込み締め切り時の日本ランキン

グ男女単・複、混合複 16 位以内 

Ｃ (公財)日本バドミントン協会決定の各都道

府県割当数以内 

D 日本国籍を有する者または日本国で出生

し引き続き国内に居住している者 

Ｅ(公財)日本バドミントン協会公認審判員の

有資格者であること 

※Ａ，Ｂについては、各都道府県割当数枠外と

する。 

10 参 加 資 格 

D の資格を有し、国籍を問わず、国内におい

て居住・勤務・所属のいずれかの実態を有し、

当該都道府県バドミントン協会加盟者で、

2026 年６月 1 日（月）までに（公財）日本バ

ドミントン協会に一般として会員登録を完了

し、次の ABC 各項目のいずれかに該当する

者。 

Ａ 前回大会男子単・複、女子単・複、混合複ラ

ンキング８位以内 

Ｂ 本大会申し込み締め切り時の日本ランキン

グ男女単・複、混合複 16 位以内 

Ｃ (公財)日本バドミントン協会決定の各都道

府県割当数以内 

D 日本国籍を有する者または日本国で出生

し引き続き国内に居住している者 

D (公財)日本バドミントン協会公認審判員の

有資格者であること 

※Ａ，Ｂについては、各都道府県割当数枠外と

する。 
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ト
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大

会 

１１ 参加資格    

２０２６年度（令和８年度）(公財)日本バドミン

トン協会登録会員で、次に該当する者。 

ただし、ジュニアの部とジュニア新人の部に兼

ねて出場することはできない。 

 

 

（１）ジュニアの部（開催年度内に満１８歳に達

しない者）  ＜以下略＞ 

（２）ジュニア新人の部  ＜以下略＞ 

（３）日本国で出生し、引き続き国内に居住し

ている者。 

１１ 参加資格 

国籍を問わず、国内において居住・所属のい

ずれかの実態を有し、当該都道府県バドミント

ン協会加盟者で、2026 年度（公財）日本バド

ミントン協会登録会員で次に該当する者。 

ただし、ジュニアの部とジュニア新人の部に兼

ねて出場することはできない。 

（１）ジュニアの部（開催年度内に満１８歳に達

しない者）  ＜以下略＞ 

（２）ジュニア新人の部  ＜以下略＞ 

（３）日本国で出生し、引き続き国内に居住し

ている者。 

 

                                                                  以上 
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202６年５月１９日

公益財団法人日本バドミントン協会 事業本部

大会参加資格の

国籍規定変更について
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１．１種大会参加資格と日本代表資格とのかかわり

（１）国籍に関する現状

（２）上部団体の考え方

（３）各NFの実態

（４）本会としての対応策

２．要項記載の文案と大会ごとの改訂案

３．大会運営規程の改訂案

４．本会主催３大会以外の要項に見られる国籍の規定
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１．１種大会参加資格と日本代表資格とのかかわり

（１）国籍に関する現状
①現在直轄大会（全日本総合、全日本社会人、全日本ジュニア）の要項では、外国籍選手に対して「日本国

で出生し引き続き国内に居住している者」と参加資格を規定している。

➁大会運営規程第17条には、日本国以外の国籍を有する会員登録者の第１種大会参加資格は次のように規定している。

１）全日本総合、全日本社会人及び全日本ジュニアは、日本国で出生し引き続き国内に居住している者。

２）本会が他の団体と共催する大会は、当該大会を共催する団体が定める。ただし、バドミントンS/J リーグ

は、バドミントンS/J リーグ部会が定める。

３）１）２）を除く大会は、日本国に引き続き２年以上居住している者

      ４）本会理事会の議決を経て参加資格を得た者

➂大会運営規程第５条の６、大会基本要項では、全日本総合と全日本ジュニアには国籍や出生以来日本国に居住といった

文言はなく、全日本社会人にのみ記載されている。

中体連、高体連では「国籍は問わない、出生以来の居住は問わない」扱いとなっていて、日本国籍以外のプレーヤー、日本国

に出生し引き続き日本国に居住している方以外のプレーヤーが全日本ジュニアや総合に出場している可能性があり、規定と実態

に乖離が生じている。
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（２）上部団体の考え方
スポーツ庁と日本スポーツ協会(JSPO)は、全国大会における外国籍選手について「原則参加を否定しないが、競

技団体の合理的なルール設定は認める」という立場。一律の全国ルールは設けておらず、中央競技団体（NF）の

裁量を尊重するのが基本姿勢となっている。

〇スポーツ基本法（スポーツ政策の基盤）の理念

・スポーツ参加の機会確保 ・公平性 ・国籍等による不当な差別の排除

→ 外国籍だから大会参加不可という制度は望ましくない。

→ 但し、競技大会の性格に応じた合理的制限は認める。

〇スポーツ庁のスタンス

・外国籍選手参加の義務化、統一ルールは出していない。

・国籍制限がある場合は、日本代表選考などの大会目的との関係を説明できること。

・参加資格は明文化、公開など、透明性を確保していること
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〇JSPOの考え方

・国スポへの外国籍選手は参加可能。居住、勤務、学校など国籍より生活実態を重視。

〇全国大会に対する政策の傾向

・国内大会は解放し、代表は国籍重視と整理。

・国際化、外国人児童の増加、教育政策から「日本で出生」という条件は使われなくなった。

・NFでも出生条件を居住・登録条件に移行する例が増加。

・外国籍制限＝ハラスメントではないが、恣意的運用、特定個人排除は問題となる。
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（３）各NFの実態

➀ モデルA（参加自由型） 陸上、卓球、水泳、体操、他

→ 最も増えている。 外国籍でも全国大会出場可、優勝可、代表資格は別。

→ 国内大会は日本で競技するプレーヤーの大会。ジュニアはほぼこの考えに移行。

② モデルB（参加可・タイトル制限型）

→ 以前は多かったが、減少傾向。 参加はできるが、日本一にはしない。

➂ モデルC（参加制限型） バドミントン

→ 現在も存在するが、徐々に減少。外国籍選手の参加制限。

➃中体連、高体連は国籍制限を設けていない。NFもこれに連動するケースが多い。
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（４）本会としての対応策

➀現行の規程は直ちに問題視される可能性は低いが、日本出生は

政策的に古い制度

 ➁国内大会→ 日本で競技しているプレーヤーは参加可とする

（条件：国内登録、居住、勤務、学校やチーム所属）

 日本代表→ 日本国籍が必要

(日本代表の資格を別途明記）



A
ll 

ri
g
h
ts

 r
e
s
e
rv

e
d
, 
 B

A
D

M
IN

T
O

N
 A

S
S

O
C

IA
T

IO
N

 o
f 
J
A

P
A

N

8

2．要項記載の文案

国籍を問わず、当該都道府県において居住・勤務・所属のいずれかの実態を

有し、都道府県バドミントン協会に登録された者。

(1) 大会開催年の4月30日以前から当該都道府県に居住する者

(2) 当該都道府県内の事業所に主たる勤務実態を有する者

(3) 当該都道府県内の学校やクラブチームに所属する者

上記の文言を基本に、次シート以降の通り大会ごとの文脈に沿う形で記載す

る。
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【全日本総合】

11 参加資格

2026年度（公財）日本バドミントン協会登録会員で下記に該当する者。

国籍を問わず、国内において居住・勤務・所属のいずれかの実態を有し、当該都道府県バドミントン協会加盟者で、

2026年度（公財）日本バドミントン協会登録会員のうち下記に該当する者。

(1) 大会開催年の4月30日以前から当該都道府県に居住する者

(2) 当該都道府県内の事業所に主たる勤務実態を有する者

(3) 当該都道府県内の学校やクラブチームに所属する者

上記参加資格者の内

Ⅰ．本選出場有資格者は以下の通り。 ＜以下略＞

Ⅱ．予選出場有資格者は以下の通り。 ＜以下略＞

※上記（１）、（２）のＡ～Ｇに該当する者で、大会運営規程第4章第17条（1）【2026年度（公財）日

本バドミントン協会の会員登録。国内で出生し引き続き国内に居住。】に該当しない者がいる場合は、その大会の

ランキングで順位を繰上げる。



A
ll 

ri
g
h
ts

 r
e
s
e
rv

e
d
, 
 B

A
D

M
IN

T
O

N
 A

S
S

O
C

IA
T

IO
N

 o
f 
J
A

P
A

N

10

【全日本社会人】

10 参加資格

Ｄ及びＥの項目の資格を有し、国籍を問わず国内において

(1) 大会開催年の4月30日以前から当該都道府県に居住する者

(2) 当該都道府県内の事業所に主たる勤務実態を有する者

(3) 当該都道府県内の学校やクラブチームに所属する者

のいずれかに該当し、当該各都道府県バドミントン協会加盟者で、2026令和８年６月１日(月)までに(公財)日

本バドミントン協会に一般として会員登録を完了し、次のＡＢＣ各項目のいずれかに該当する者。

Ａ 前回大会男子単・複、女子単・複、混合複ランキング８位以内

Ｂ 本大会申し込み締め切り時の日本ランキング男女単・複、混合複16位以内

Ｃ (公財)日本バドミントン協会決定の各都道府県割当数以内

D 日本国籍を有する者または日本国で出生し引き続き国内に居住している者

DＥ(公財)日本バドミントン協会公認審判員の有資格者であること

※Ａ，Ｂについては、各都道府県割当数枠外とする。
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【全日本ジュニア】

１１ 参加資格   

国籍を問わず国内において

(1) 大会開催年の4月30日以前から当該都道府県に居住する者

(2)  当該都道府県内の学校やクラブチームに所属する者

のいずれかに該当し、 ２０２６年度（令和８年度）(公財)日本バドミントン協会登録会員で、次に該当

する者。ただし、ジュニアの部とジュニア新人の部に兼ねて出場することはできない。

（１）ジュニアの部（開催年度内に満１８歳に達しない者） ＜以下略＞

（２）ジュニア新人の部 ＜以下略＞

（３）日本国で出生し、引き続き国内に居住している者。
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３．大会運営規程の改訂案
（１）大会運営規程第17条

日本国以外の国籍を有する会員登録者の本会主催第１種大会参加資格は次の通りとする。

〔１〕全日本総合バドミントン選手権大会、全日本社会人バドミントン選手権大会及び全日本ジュニアバドミントン選手権

大会は、日本国で出生し引き続き国内に居住している者。

〔２〕本会が他の団体と共催する大会については、当該大会を共催する団体が定める。ただし、バドミントンS/J リーグは、

バドミントンS/J リーグ部会が定める。

〔３〕〔１〕〔２〕を除く大会は、日本国に引き続き２年以上居住している者

      〔４〕本会理事会の議決を経て参加資格を得た者

↓
本会主催第１種大会参加資格は次の通りとする。

〔１〕国籍を問わず、当該都道府県において居住・勤務・所属のいずれかの実態を有し、都道府県バドミントン協会に登録された者。

➀ 大会開催年の4月30日以前から当該都道府県に居住する者

➁ 当該都道府県内の事業所に主たる勤務実態を有する者

➂ 当該都道府県内の学校やクラブチームに所属する者

 〔２〕本会が他の団体と共催する大会については、当該大会を共催する団体が定める。ただし、バドミントンS/J リーグは、

バドミントンS/J リーグ委員会が定める。

 〔３〕本会理事会の議決を経て参加資格を得た者



A
ll 

ri
g
h
ts

 r
e
s
e
rv

e
d
, 
 B

A
D

M
IN

T
O

N
 A

S
S

O
C

IA
T

IO
N

 o
f 
J
A

P
A

N

13

（２）大会運営規程第５条 ６－２ 全日本社会人バドミントン選手権大会

➃参加資格

 D. 日本国籍を有する者または日本国で出生し引き続き国内に居住しているもの

 E. （公財）日本バドミントン協会公認審判員の有資格者であること

↓

➃参加資格

 D. 日本国籍を有する者または日本国で出生し引き続き国内に居住しているもの

         D. （公財）日本バドミントン協会公認審判員の有資格者であること
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４．本会主催３大会以外の要項に見られる国籍関連の規定

【全日本実連大会】

13 参加資格（６）その他

②外国籍プレーヤーの出場資格
外国籍プレーヤーの登録数は、1チーム2名以内とし、マッチへの出場資格は1対抗戦に1名が単・

複の何れか1マッチにのみ出場可とする。ただし、次の何れかに該当する者については、日本国籍
を有する者と同一出場資格とする。
ア．当該年度以前に学校教育法第1条に定める学校に一定期間在籍したことのある者。
イ．日本国内で出生し、その後引き続き在住している者。

【全国高等学校大会】

10 参加制限（３）外国人留学生

ア 学校対抗(団体戦)
申し込みは２名以内とし、１対抗戦の出場は、その出場人数(１名または２名)に関わらず、１試合とする。

イ 個人対抗(個人戦)
男女とも、北北海道・南北海道・東東京・西東京・各府県シングルス１名、ダブルス１組までとする。
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【全中大会】

10 参加資格の特例

◎学校教育法第１３４条の各種学校在籍生徒
（１）学校教育法第１３４条の各種学校（１条校以外）に在籍し、都道府県中学校体育連盟の予選会に参加を

認められた生徒であること。
  （２）参加を希望する各種学校は以下の条件を具備すること。

① 全国大会の参加を認める条件
ア （公財）日本中学校体育連盟の目的及び長年にわたる活動を理解し、それを尊重すること。
イ 生徒の年齢及び修業年限が我が国の中学校と一致している単独の学校で構成されていること。
ウ 参加を希望する学校にあっては、運動部活動が教育活動の一環として、日常継続的に当該校顧

問教員の指導のもとに、適切に行われていること。
② 全国大会に参加した場合に守るべき条件

ア 全国大会開催基準を守り、出場する競技種目の大会申し合わせ事項等に従うとともに、大会の
円滑な運営に協力すること。

イ 全国大会参加に際しては、責任ある当該校校長・教員・部活動指導員が生徒を引率すること。ま
た万一の事故発生に備え、傷害保険等に加入するなどして、万全の事故対策を立てておくこと。

ウ 大会開催に要する経費については、必要に応じて、応分の負担をすること。
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【全国高等学校選抜大会】

13 参加制限 （３）外国人留学生

ア  学校対抗(団体戦) 
申し込みは２名以内とし、１対抗戦の出場はその出場人数(１名または２名)に関わらず、１試合
とする。

イ  個人対抗(個人戦) 
各ブロック及び開催地とも男女とも、シングルス１名・ダブルス１組までとする。 
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【国スポ】

５ 参加資格、所属都道府県および選手の年齢基準
⑴ 参加資格 

ア 日本国籍を有する者であることとするが、選手および監督のうち、次の者については、日本国籍を
有しない者であっても、大会に参加することができる。 
(ｱ) 「出入国管理および難民認定法」に定める在留資格のうち「永住者」（「日本国との平和条約に基

づき日本の国籍を離脱した者等の出入国管理に関する特例法」に定める「特別永住者」を含む。） 
(ｲ) 少年種別年齢域に該当し、次の要件をいずれも満たす者 

ａ 「学校教育法」第１条に規定する学校に在籍する学生または生徒で、「８ 参加申込方法」で定め
た参加申込締切時に１年以上在籍していること。 

ｂ 「出入国管理および難民認定法」に定める在留資格のうち、「留学」、「家族滞在」または「定住
者」に該当していること。 

(ｳ) 成年種別年齢域に該当し、次の要件をいずれも満たす者 
ａ 少年種別年齢域にあった時点において前号(ｲ)に該当していた者であること。 
ｂ 「出入国管理および難民認定法」に定める在留資格のうち、大会参加時から終了時まで「留学」
に該当しないこと。 

［注］ 上記(ｳ)bについて、大学および専修学校等に在籍する成年種別の年齢域に該当する者は、
「出入国管理および難民認定法」に定める「留学」以外の在留資格を有する場合も「留学」と
同等に扱う。 

イ 選手および監督は、所属都道府県の当該競技団体会長（代表者）とスポーツ協会会長（代表者）が代
表として認め、選抜した者であること。

＜以下略＞
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以上
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